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監査公表 第 ６ 号

地方自治法第１９９条の規定に基づき監査を実施したので、同条第９項の規定によりその

結果を公表する。

令和５年８月３１日

筑後市監査委員 木 庭 雄 二

筑後市監査委員 川 口 裕 二

監査の結果に関する報告について

１ 監査の種類 定期監査

２ 監査の対象及び実施期日

（１）財政課

実施期日 令和５年５月３０日

（２）消防本部

実施期日 令和５年６月７日、８日

（３）上下水道課（水道事業）

実施期日 令和５年６月２０日

（４）上下水道課（下水道事業）

実施期日 令和５年６月２９日

（５）社会教育課

実施期日 令和５年７月６日、７日

（６）出納室

実施期日 令和５年７月１１日

（７）契約管財課

実施期日 令和５年７月１１日

（８）税務課

実施期日 令和５年７月２０日、２１日

３ 監査の範囲及び方法

監査は、筑後市監査基準に準拠し、令和４年度における財務に関する事務の執行状況

及び公有財産の管理状況並びに一般事務について、具体的な事務処理等が関係の法令や

条例及び規則等を踏まえているのかを重点にして実施した。
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４ 監査の結果

監査対象の事務については、おおむね良好に処理されていることが認められたが、そ

の一部において、改善を要する事項が認められた。その主なものの概要は次のとおりで

ある。

【消防本部】

１ 警防課

補助金交付事務について

消防施設補助金について、交付要綱では、補助対象経費に補助率を掛けて補助金の額

を算定する場合に、100 円未満の端数を切り捨てた額を補助することとしている。

しかしながら、1,000 円未満の端数を切り捨てた額を補助決定しているものがある。

これは、申請者が補助金交付申請書に記載した交付申請額どおりの額となっており、当

該申請書を受理した際の確認不足によるものである。今後は、申請者が記載する計画書

等の表記を工夫するなどして、正しく申請が出来るよう再発防止に努める必要がある。

【上下水道課（下水道事業）】

１ 債権管理について

下水道受益者負担金を徴収する権利について、都市計画法第 75 条第 1 項第 7 号によ

り、これを行使することができる時から 5年間行使しないときは、時効により消滅する

こととなる。

平成 19 年度からの滞納分については、概ね解消傾向にあるが、件数及び滞納額が大

きい平成 31 年度分は全く収納されていない。当該年度の滞納額の多くは事業者による

ものであり、滞納整理簿では、督促状発行の記録はあるが、令和 2年度以降は事業者と

の納付折衝経過が記録されていない。

債権管理について、納付折衝の取組み及び経過の記録等を適切に行う必要がある。

また、令和 6 年からの消滅時効が近づいているため、都市計画法第 75 条第 1 項第 5

号に規定する国税滞納処分の例による徴収も含めて、徴収強化を図る必要がある。

【社会教育課】

１ 補助金交付要綱について

（１）コミュニティ施設の整備に対する補助金については、筑後市コミュニティ施設整備事

業助成規則及び筑後市コミュニティ助成事業補助金交付要綱の2種類が制定されている。

しかしながら、補助事業者、補助対象事業は同じであり、一つのコミュニティ施設整

備に対して二つの補助金を重複して交付することが可能となっている。補助金は、公益

上必要がある場合に補助することができるが、その目的を達成するために他の手法と比

較し最も効率的な手法であることが前提である。

コミュニティ施設整備の目的を達成するための2種類の補助金制度のあり方について

は、最も効率的な補助金の手法とは言えないため、補助金交付規程を見直す必要がある。
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（２）指定文化財の保存、修理等に対しては、筑後市文化財保護事業補助金交付要綱により

補助金が交付されている。補助金額は、国庫補助金、県費補助金がある場合は、補助対

象経費に各補助金額を充て、残る金額の 2分の 1以内を市の財源により補助金を交付し

ている。

しかしながら、同補助金交付要綱第 5条補助金交付額は、このように解釈できない条

文となっているため、見直す必要がある。

【契約管財課】

１ 行政財産使用料等について

庁舎等敷地占用料については、行政財産使用許可書に基づき 4月 1日に調定され、納

入通知書による請求が行われ収入されている。

しかしながら、請求の時期が 6か月程度遅れており、また、その一部については、会

計年度を過ぎて請求され、決算では収入未済額が発生している。

土地建物貸付収入においても、同様に不適切な事務処理となっており、事務の適正化

を図る必要がある。


